予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　新　家庭における温室効果ガス排出削減推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　環境生活部　環境管理課　温暖化対策係　電話番号：058-272-1111（内2694 ）

　　　　　　　E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　11,997千円（前年度予算額： 　　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	11,997
	0
	0
	0
	0
	0
	2,100
	0
	9,897

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　・　平成23年度に策定した「岐阜県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」において、次の目標を設定した。
　　○長期目標
温室効果ガス総排出量を平成62年度までに平成2年度比80％削減
　　○中期目標
温室効果ガス総排出量を平成32年度までに平成2年度比20％削減

　・　しかし、県内の平成24年度温室効果ガス排出量のうち家庭部門からの排出は全体の19.8％を占め、また平成2年度比51.3％増と大幅に増えているため、その対策は喫緊の課題である。
・　実行計画は中間年度である平成27年度に見直しを進めており、家庭部門への対策強化を打ち出す予定であるが、従来の啓発事業だけでなく、個別世帯に直接働きかけ、排出量削減を図る対策を実施する必要がある。
（２）事業内容

　　①「うちエコ診断」（環境省事業）推進体制の整備
・うちエコ診断士の増員支援（研修実施等）
・制度広報媒体（チラシ等）作成

・環境フェア等各種イベントにおけるPR

・事業推進に係る市町村、自治会等との連携

※「うちエコ診断」

　　専門の診断士が家庭の年間エネルギー使用量や光熱費などの情報を基に、専用診断ソフトを用いて、家庭の「省エネ対策」を提案する。

　　②「うちエコ診断」の実施
　　　・実施機関にうちエコ診断の実施を委託（300件予定）

　　③「省CO2モニター（仮称）」の委嘱
・うちエコ診断受診者からCO2排出削減のモニター家庭を募集

・夏期、冬季のモニタリング依頼

・モニターを対象とした「省CO2コンテスト」の実施

・モニタリング実施結果の県民へのフィードバック

　　④「清流の国ぎふECO節電所プロジェクト（仮称）」の実施
　　　・家庭部門でのCO2削減量をWEB上に登録、成果を「見える化」

　　⑤「クールシェア・ウォームシェア」の推進

・シェアスポットの拡大

・専用サイトへの登録、広報媒体による周知

・家庭への普及促進

⑥「岐阜県家庭の省エネ診断協議会（仮称）」による横断的な対策
　　　・エネルギー関連事業者等との連携による施策推進

・業界のタッチポイント（ブランドと顧客との接点）からうちエコ診断への誘導
　　　　　　　　
（３）県負担・補助率の考え方

      県10/10
　　　　県内全域を対象とした温暖化対策であるため、県負担が妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　有　【類似事業】地球温暖化防止対策強化事業費
　　　　　上記事業の一部で家庭部門からの温室効果ガス排出削減事業に取り組んでいるものの、県民に対する啓発事業が主である。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	56
	省エネ診断協議会会員費用弁償

	需用費
	50
	事務用品代、ガソリン代等

	役務費
	21
	電話代、郵送料

	委託料
	11,824
	うちエコ診断普及促進業務委託料、うちエコ診断実施委託料、ECO節電所WEBサイト作成委託料、クール＆ウォームシェア推進啓発物品作成委託料

	使用料
	46
	省エネ診断協議会会場借上料

	合計
	11,997
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）において、温暖化対策に向けた取組みを推進　

（２）国・他県の状況

　　　【国】
・「低炭素ライフスタイル構築に向けた診断促進事業」（うちエコ診断）
・国民運動「COOL CHOICE」の展開
　　　【他県】
・うちエコ診断をはじめとした各種温暖化対策の推進
（３）後年度の財政負担

　　　平成32年度までの5年間、継続して実施
（４）事業主体及びその妥当性
　　　「「岐阜県家庭の省エネ診断協議会（仮称）」による横断的な対策」を除く事業については、専門スキルを有する事業者に委託することが効果的である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　地球温暖化は、世界共通の問題として、地域からも積極的に取り組んでいく必要がある課題である。岐阜県内の温室効果ガス排出量について、2020年度（平成32年度）に1990年度（平成2年度）比で20％削減するとした岐阜県地球温暖化対策実行計画の中期目標達成に向け、着実に地球温暖化対策を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	うちエコ診断受診件数

（H28からの累計）
	
	
	
	
	2,300件
（H32）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○
	地球温暖化の問題は、世界共通の問題として、その解決に向けて地域からも積極的に取り組んでいく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　

	　


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　
	　



（今後の課題）

	　岐阜県地球温暖化対策実行計画の中期目標達成に向けては、省エネ法による削減努力義務を見込んでいない家庭部門及び運輸部門における温室効果ガス排出量の削減を実施していく必要がある。



（次年度の方向性）
	　平成32年度までの5年間、継続して事業を実施する。


